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障害者権利委員会

I.はじめに
1.　委員会は、2014年9月15日および16日に第143回および第144回会合でニュージーランドの初回報告（CRPD / C / NZL / 1）を検討し、2014年9月29日に開催された第163回会合で以下の総括所見を採択した。
2.　当委員会は、委員会の報告ガイドラインに従って作成されたニュージーランドの最初の報告を歓迎し、委員会が作成した事前質問事項に対する文書による回答（CRPD / C / NZL / Q / 1 / Add.1）に感謝する。
3.　委員会は、締約国代表団との実り多い対話を高く評価し、関連する政府省庁の多くの代表者を含む代表団の強みについて締約国を賞賛する。委員会は、ニュージーランドの障害者権利コミッショナーの独立した参加を歓迎した。

II.肯定的側面
4.　委員会はニュージーランドに対し、多くの成果、特に障害戦略と障害行動計画2014-2018を賞賛する。委員会は、今後の行動計画の展開を期待している。ニュージーランド手話委員会の設立と資金援助、ニュージーランド手話がその国の3つの公式言語の1つに指定されているという事実に注目する。委員会はまた、メディアや映画の字幕の増加、障害者の大学や他の高等教育機関への就学を増やすための取り組みについても認識している。委員会は、聴力ループの使用が同時に増加することを望んでいる。委員会は、2014年9月20日の選挙で、電話投票が初めて実施されることを喜び、知的障害および/または心理社会的障害のある人々を含む障害者がニュージーランドの選挙で投票できるようにしていることを賞賛する。また、締約国が、条約第33条の要件を満たすための独立した監視メカニズムを設立したことを賞賛する。

III.主な懸念事項と勧告事項

A.一般原則と義務（第1-4条）
5.　委員会は、締約国が、障害者権利条約の選択議定書に加盟することを視野に、条約審査プロセスを開始したことに留意する。
6.　委員会は、実行可能な限り速やかに選択議定書を締約国が批准することを勧告する。

一般的な義務（第4条）
7.　委員会は、Googleのニュージーランドウェブサイト（www.google.co.nz）および他の英語のGoogleウェブサイトでGoogle検索エンジンを使用する場合、自閉症者に関連するフレーズが検索ボックスに入力されると、妨害的な語句が出てくることを懸念している。ニュージーランドとの建設的な対話の終結以来、Googleは攻撃的なフレーズの一部を削除したが、まだ残っているものがある。委員会はさらに、自閉症者を対象としたこのような「ヘイトスピーチ」が、人間によってではなく自動化された検索エンジンプロセスの結果であることを懸念している。
8.　委員会は、締約国がこの問題をニュージーランドに登録された事務所を有するグーグルに注意喚起し、このような「ヘイトスピーチ」を防止または排除するためにできることについて協議することを勧告する。

B.特定の権利（第5-30条）

平等と無差別（第5条）
9.　委員会は、2012年にニュージーランド控訴裁判所が、成人障害者に障害支援サービスを提供するための費用をある種の家族介護者に支払わない政策が、家族状態を理由とする不当な差別であると認定したことを確認した。委員会は、2013年の公衆衛生および障害修正法が一部の家族介護者への支払いを却下することにより、この裁判所の決定を覆したことを懸念している。委員会はまた、これらの規定が、介護者である家族の一部が、政府の家族支援方針に関して違法な差別だと告訴することを妨げている点についても懸念する。委員会は、独立した監視機関がこの問題の再検討を勧告していることに留意する。
10.　委員会は、締約国が、介護している家族全員が平等に支払われることを保証するために、この問題を再考することを勧告する。そして国の家族支援政策にかかわる不当な差別について介護している家族が訴えを起こす資格を持つことを勧告する。
11.　委員会は、1993年人権法には、合理的配慮の独立した定義が含まれていないと懸念している。委員会は、同法の規定からその概念を推論できることを評価する。しかし、委員会は、その不透明さと明確性の欠如を懸念している。
12.　委員会は、合理的配慮の意味を明確にするため、締約国が1993年人権法を改正して、条約第2条の合理的配慮の定義に合致するように合理的配慮の定義を含めるよう検討することを勧告する。
13.　委員会は、合理的配慮の原則を理解していないことが、ニュージーランド人権委員会に寄せられる多くの苦情の中心であると認識する。委員会は、特に雇用分野における合理的配慮の原則の適用に関するガイドラインの制定が着手されたことに注目する。
14.　委員会は、これらのガイドラインを条約の条項に沿って速やかに完成させ、配布することを勧告する。

障害のある女性（第6条）
15.　委員会は、障害のある女性を支援するために社会問題省が資金を提供するプロジェクトに留意する。
16.　委員会は、障害のある女性が教育と雇用を確保し、家庭内暴力と闘うことを支援するために、このプロジェクトを継続し強化することを勧告する。委員会はまた、障害のある女性および少女を代表する組織がこれらのプログラムに関与することを勧告する。

障害のある児童（第7条）
17.　委員会は、障害のある一部の子ども、特に障害のあるマオリの子どもたちが、保健および教育を含むいくつかの政府サービスにアクセスすることが依然として困難であることを懸念している。委員会は、サービスをより使いやすくするために、障害行動計画2014-2018の一環として実施された最近の取り組みを認識している。
18.　委員会は、すべての障害児が、自分の意見を表明するための支援を含めて、政府および関連機関の支援にアクセスできるよう、この取り組みを強化することを勧告する。

アクセシビリティ（第9条）
19.　委員会は、2013年後半に政府が委託した障害者のための建物へのアクセスについての見直しに注目する。この見直しは現在、委託されたグループによって評価されている。
20.　委員会は、締約国が、すべての公共施設、ならびにすべての人にサービスを提供する公的ウェブページに障害者がアクセスできるようにするための措置を制定することを勧告し、将来の新しい民間住宅を完全にアクセス可能にすることを検討するよう勧告する。委員会はまた、2004年建物法および建築基準のアクセシビリティ要件が、10人以下の被雇用者の工場および工業施設を免除していることを廃止するよう勧告する。

法律の前にひとしく認められる権利（第12条）
21.　委員会は、ニュージーランドにおける支援付き意思決定体制の検討に関する最近の取り組みに留意する。
22.　委員会は、締約国が関連する法律を改正し、代理による意思決定を支援付き意思決定に置き換えるために、直ちに措置を取ることを勧告する。そして自らの自律、意志、好みを尊重し、意思決定を個人の権利であり、その人自身の能力として認める条約第12条に完全に合致した、広範な措置を提供すべきである。支援付き意思決定は、とくに医学的処置についてのインフォームドコンセントやその取り消し、司法へのアクセス、結婚および就労等をカバーし、また法の前の平等な認定に関する委員会の一般的意見1（2014）と一致するものであるべきである。

司法へのアクセス（第13条）
23.　委員会は、ニュージーランドでは、外傷によって障害をもった人は、事故補償機構を通じて補償を得ることしかできないと理解する。傷害を負った人々が司法へ訴えることが難しいと懸念していることを委員会は認識する。利用可能な法的援助資金の額が限られていることや、裁判費用が支給される裁量的根拠について懸念がある。また、事故補償機構の組織には人権の視点が欠けているとの懸念もある。
24.　委員会は、適切な法的援助が利用可能であり、司法プロセスがすべての申立人に完全に利用可能であり、そして人権に焦点を当てた補償評価であることを確実にするために、締約国が事故補償機構による補償を評価するプロセスを検討することを勧告する。
25.　委員会は、政府が地方裁判所への訴えに代えて事故補償法廷の設立を検討していることを認識する。委員会は、この裁判所の設立と運営について、傷害により障害を受けた者およびその代表組織との協議が不十分であることを懸念している。
26.　委員会は、障害者を代表する組織と事故補償法廷を設立する提案について相談することを政府に勧告する。委員会はまた、この裁判所が証拠の提示に柔軟なアプローチをとること、そしてこの裁判所への完全なアクセスを確保するために、手段が不十分な者には適切な法的援助を与えるべきであると勧告する。
27.　委員会は、条約についても、知的障害者および心理社会的障害者を含む障害者全員が司法にアクセス可能でなければならないという点についても、司法研修所による裁判官に対する特別な訓練が提供されていないことを懸念する。
28.　委員会は、障害者団体と共同して、司法研修所が条約およびニュージーランド裁判所に来る障害者の権利に関する研修プログラムを運営することを勧告する。

身体の自由と安全（第14条）
29.　委員会は、1992年の精神保健（強制審査および治療）法が、人権原則の欠如により批判されていることを懸念している。
30.　委員会は、実際のまたは見なされた障害に基づいて、いかなる医療施設においても、誰もその意思に反して拘留されないように、直ちに必要な法律、行政および司法上の措置をすべて講ずることを締約国に勧告する。委員会はまた、締約国が、条約に従って、その人の自由なインフォームドコンセントに基づいてすべての精神保健サービスが提供されることを確保することを勧告する。委員会はさらに、1992年精神保健（強制審査および治療）法が条約に準拠するよう改正されることを勧告する。
31.　委員会は、締約国が精神科病院における隔離と拘束の使用を引き続き許可していることに留意する。この件数は減少しているが、状況は満足のいくものではない。
32.　委員会は、医療施設における隔離および拘束の使用を排除するために直ちに措置を取ることを勧告する。
33.　委員会は、ニュージーランドの刑事司法制度には、障害者が「訴訟に立つことに不適」と宣言されるための条件が含まれており、それに基づいて自由を奪われる可能性があることを懸念する。この制度では、刑事訴訟が遂行された後、すべての人に適用されるすべての安全措置と保証がなされた上で、犯罪による有罪判決が下された場合にのみ、障害者が自由を奪われる、というものではない。
34.　委員会は、締約国が、刑事司法制度を見直して、刑事訴訟手続が非障害者に適用されるすべての安全措置と保証に従うことを確実にすることを勧告し、他の転用プログラム（回復司法を含む）が将来の犯罪を抑止するには不十分な場合、最後の手段として自由の剥奪を適用することを勧告する。委員会はまた、締約国が、刑務所における合理的配慮が障害者のために機能することを確実にすることを勧告する。

搾取、暴力、虐待からの自由（第16条）
35.　委員会は、暴力に苦しむ障害者、特に障害のある女性、少女、少年を支援するための、2013年の家庭内暴力法に基づくプログラムに留意している。しかし、委員会は、この法律が、在宅ケア/居住サポート状況における虐待を経験している障害者を保護しているかどうか、そして家庭内関係の定義に障害者と他の居住者サービス利用者、介護者、およびその他のサポートスタッフとの関係を含んでいるかどうか、懸念している。
36.　委員会は、締約国が、障害者、特に施設に居住する者を暴力や虐待から保護するためのこれらのプログラムと取り組みを強化することを勧告し、その虐待事例を効果的に検出し、対応する体制を確実にすることを勧告する。また、締約国が、家庭内暴力に関する法律、政策および慣行が、家庭にいる障害者を確実に対象とすることを勧告する。

個人をそのままの状態で保護すること（第17条）
37.　委員会は、両親が障害児の不妊手術の同意を与えることができ、成人の場合には裁判所がその人の同意なしに不妊手術を命ずることを懸念している。
38.　委員会は、事前の完全な情報提供のもとでの自由な同意がない限り、障害のある少年少女、障害のある成人の不妊手術を禁止する法律を締約国が制定することを勧告する。

自立生活および地域社会への包容（第19条）
39.　委員会は、障害者にとってより大きな自立をもたらす自立生活モデルと「良い生き方を可能にする」プロジェクトの存在に留意する。しかし、委員会は、障害者が自由に自分自身で選んで地域社会で生活することを確実にするための選択肢や支援の範囲が不足しているように見えることを懸念している。特に、一部の障害者にとって高齢者のための居住施設に住む以外の選択肢はない。
40.　委員会は、より多くの障害者が自立して地域社会に住むことを可能にするために、自立生活モデルと「良い生き方を可能にする」プログラムを拡張することを勧告する。委員会はまた、障害のある人々がどこで生活するかについて選択と決定を行うことができるようにするため、地域社会で幅広い支援を行うことを勧告する。

表現の自由と情報の利用の機会（第21条）
41.　委員会は、締約国の手話通訳者の数が限られていることに留意する。
42.　委員会は、手話委員会が、十分な数の手話通訳者の訓練と雇用のための資金提供をするとともに、教育活動や文化活動を含む生活のすべての面でのニュージーランド手話の使用を増加させるよう取り組むことを勧告する。
43.　委員会は、障害のあるマオリの人々が依然として自分の言語で情報にアクセスすることがより困難であることを懸念している。マオリからニュージーランド手話への通訳が不足しているため、ニュージーランド手話で情報にアクセスすることは、耳が聞こえないマオリの人々にはより困難である。
44.　委員会は、マオリと太平洋の障害者、特にろう者と盲ろう者が情報にアクセスできるようにするためにより大きな努力を払うことを勧告する。

家庭と家族の尊重（第23条）
45.　委員会は、1989年の児童、青少年およびその家族法第141,142条および144条（2）が、家庭外でのケアの対象となった場合、障害のある児童に他の児童と同様の保護を提供していないことを懸念する。委員会は、脆弱な児童法（The Vulnerable Children Act 2014）の成立を認識している。
46.　委員会は、障害のある児童が家庭外ケアを受ける際に、他の児童と同じ保護措置を受けるために、これらの2つの法律を再検討することを勧告する。
47.　委員会は、1955年の養子縁組法の第8（1）（b）項が、障害のある生みの親が、障害を理由として異なった扱いをうけることを規定していることを懸念する。（また）この条項は、肉体的または精神的能力がないために、親または後見人が子供の世話と管理を委ねられることに不適当であると裁判所が認める場合、裁判所は養子縁組命令の同意を拒否できるとしている。
48.　委員会は、養子縁組法1955の第8項を廃止し、障害を有する両親が養子縁組について他の両親と平等に扱われるように法律を改正することを勧告する。

教育（第24条）
49.　委員会は、インクルーシブな初等教育と中等教育を進めるための措置、合理的配慮の提供など、教育制度を完全にインクルーシブにするための継続的な挑戦を認識している。委員会は、障害児が学校でいじめを経験したことを示す報告に関心を持つとともに、インクルーシブ教育の実定法上の権利がないことを懸念している。
50.　委員会は、初等中等教育での合理的配慮の提供を増やし、障害者の高等教育への就学水準を高めるためのさらなる取り組みを行うことを勧告する。委員会は、締約国に対し、いじめ防止プログラムを実施し、インクルーシブ教育を受ける権利を確立することを奨励する。

健康（第25条）
51.　委員会は、障害者、特に知的障害者が性および生殖医療を含む医療サービスに完全にアクセスすることを妨げる障壁が依然として存在すると懸念している。
52.　委員会は、障害のあるすべての人々の完全な医療へのアクセスを確保するためのさらなる措置を講ずることを勧告する。
53.　委員会は、マオリの人々がニュージーランドで最も低い健康状態にあることを懸念している。委員会はまた、貧困と不利益の結果としてマオリの人々の障害率が高いことを懸念している。
54.　委員会は、マオリと太平洋地域の障害者の健康状態を高めるための措置を強化することを勧告する。

労働と雇用（第27条）
55.　委員会は、ニュージーランドの障害者、特にマオリの人々および太平洋地域の障害者の雇用水準はまだ低いと懸念している。
56.　委員会は、障害者の雇用水準を高めるためのさらなる措置を取ることを勧告する。
57.　委員会は、1983年の最低賃金法の最低賃金免除許可の下で、約1200人の障害者が最低賃金以下の支払いとなっていることを懸念している。
58.　委員会は、障害者の雇用における最低賃金免除許可の代替案を締約国が検討することを勧告する。

相当な生活水準および社会的保障（第28条）
59.　委員会は、障害のある人々が他のニュージーランド人と比較してより低い社会経済的地位にあることを懸念している。特に、障害児は児童貧困に関する統計で大きな比率を占めており、一人親世帯に住む比率が高い。障害者に提供される支援と収入/年金は、障害の原因によって異なり、その結果、生活水準と社会的保護の水準が不適切かつ不当なものとなる。
60.　委員会は、特に障害児およびその家族のための所得/年金の十分な配分を保証するために障害関連費用を見直すことを勧告する。

政治および公的活動への参加（第29条）
61.　委員会は、1992年の選挙法の下で、盲・視覚障害者は選挙で投票を行うために職員の援助を受けることができることを認識している。
62.　委員会は、障害者が真に秘密が守られる方法で投票できるように、利用しやすい電子投票の導入を検討することを締約国に勧告する。

文化的な生活、レクリエーション、余暇、スポーツへの参加（第30条）
63.　委員会は、テレビ番組の約10％のみが字幕付きであり、毎日約1~2時間のテレビ番組のみが音声で記述されていることに留意する。
64.　委員会は、締約国がテレビ番組の字幕および音声記述を増やすためのさらなる措置を講じることを勧告する。
65.　委員会は、締約国が、盲人、視覚障害者、または印刷物にかかわる障害者のための公開作品へのアクセスを容易にするための世界知的所有権機関のマラケシュ条約をまだ批准していないことを懸念している。この条約は、盲人、視覚障害者または印刷物にアクセスするのに困難を有する他の人々が刊行された資料を利用できるようにするものである。
66.　委員会は、締約国がマラケシュ条約を迅速に批准するためのあらゆる適切な措置を取ることを勧告する。

C.特定の義務（第31-33条）

統計とデータ収集（第31条）
67.　委員会は、ニュージーランド統計局が2013年に障害調査を実施したことを認識する。
68.　委員会は、ニュージーランド統計局が、2013年障害調査から、障害のある女性と男性の人権の状態を非障害の女性と男性の人権の状態と比較した報告書を作成するよう勧告する。可能であれば、データ利用者が障害のある男女の人権の状態を障害のない男性と女性の人権の状態と比較することができるよう、2013年障害調査から得られるデータ表を作成することを勧告する。　
69.　委員会は、政府機関、公定法人、地方自治体が、障害者のデータを収集し、年次報告書に分類して公表するとは限らないことを懸念している。
70.　委員会は、政府機関、公定法人、地方自治体が、障害者に関するデータを収集し、年次報告書に、分類して公表することを勧告する。

国際協力（第32条）
71.　委員会は、太平洋障害フォーラムへの資金拠出の撤回が地域の障害者に負の影響を及ぼしていると懸念している。
72.　委員会は、締約国の対外援助プログラムは、障害インクルーシブな開発に焦点を当て続けるべきであると勧告する。委員会はまた、締約国が太平洋地域への財政およびその他の資源の提供を復活させることを勧告する。

フォローアップと普及
73.　委員会は、本総括所見に含まれる勧告を実施するよう締約国に要請する。締約国は、この総括所見を、政府と議会のメンバー、関係省庁の職員、地方自治体、教育、医療、法律専門家などの関連する専門家団体のメンバーならびにメディアが検討して行動できるようにするために、現代的なコミュニケーション手段を使用して伝達するよう勧告する。
74.　委員会は、第2回定期報告書の作成において、市民団体、特に障害者団体を参加させることを締約国に強く推奨する。
75.　委員会は、締約国に対し、非政府組織および障害者の代表組織、障害者自身とその家族に対して、英語、マオリ、ニュージーランド手話を含めた言語で、アクセシブルな形式で、この総括所見を広く普及させ、また人権に関する政府のウェブサイト上で利用できるようにするよう要請する。

次のレポート
76.　委員会は、2018年10月25日までに第2および第3の合併した定期報告書を提出し、そこに本総括所見の実施に関する情報を含むことを締約国に要請する。委員会はまた、簡素化された報告手続きの下で上記の報告書を提出する選択肢を締約国に提供する。この手続きでは、委員会は、締約国報告の提出日の少なくとも1年前に事前質問事項を作成し、それへの回答が次回の締約国報告となる。
（仮訳：佐藤久夫・馬橋憲男）
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